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研究成果の概要（和文）：　学校の機能分化の実態と課題について、インタビュー調査およびアンケート調査の分析を
通じて考察した。
　学校の機能分化には①縦方向の分化＝階層化と②横方向の分化＝他職との協働がある。①は、主幹制度の導入がこれ
にあたる。主幹制が導入されている学校では、職務分担がより明確になるなど、運営の在り方には影響があるが、会議
が増えたこと以外に日常の仕事には影響がない。②については、教師の雇用形態、SC・SSW・支援員などの誰との共同
であるかによって影響は異なり、非常勤講師、SSW,支援員の場合には、教師にゆとりがもたらされた。ただし、教師の
業務内容の明確化を問わないため、機能分化は実質的に成り立たない。

研究成果の概要（英文）： This study aims to investigate how the bureaucratization of the schools impacts 
teachers' working conditions. Recent educational reforms have meant that the schools will change in two 
directions. The first direction is vertical, that is, by becoming a more bureaucratic organization. The 
other direction is horizontal, that is, by having a greater variety of members in the school. Various 
experts such as SC and school social workers would be available in the school.
The questionnaire survey that I carried out for teachers reveals the following findings. First, creating 
a new post, such as Shukan, does not help ameliorate teachers' ordinary activities but results in an 
increase in meetings. Second, having part-time teachers, SSW, and various other types of support would 
help reduce the workload of teachers. Third, it is difficult to change the school system to make it 
suitable for bureaucratic purposes, because the sphere of teachers' daily activities is not defined 
clearly.

研究分野：教育社会学
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１．研究開始当初の背景 
  
 現在進行している教育改革のなかで、従来
の学校の鍋蓋型組織を改革する動きが二方
向から強まっている。 
まず挙げられるのは、学校組織を縦方向に
改革する動きである。中央教育審議会平成 16
年「学校の組織運営の在り方について」（作
業部会の審議のまとめ）に、それは顕著にみ
られる。これは教員給与の在り方に端を発し
た議論であり、公務員改革の中の「メリハリ
のある給与」の実現の施策とも連動している。
そこでは、学校における教職員の役割分担を
明確にし、鍋蓋型の組織を階層化することに
より、年功序列型の給与体系に「能力給」を
取り入れることを目指すとともに、学校運営
の効率化を図ろうと意図されている。こうし
た答申に従い連動して、主幹制度の導入や教
員評価を処遇に反映する施策などが実施さ
れている。 
第二の方向は、学校組織の担い手の拡大の
方向性である。すでに、スクールカウンセラ
ー事業の導入によって教員以外の専門家が
配置されているが、平成 26年 12月に「チー
ムとしての学校・教職員の在り方に関する作
業部会」が中教審に設置されたことから、こ
の議論は急ピッチで進みつつある（本研究申
請時には、「チーム学校」はまだ動いておら
ず、それまでに導入されていた SC と SSW
などとの協働を念頭に置いていた）。 
こうした二方向での学校組織への改革が、
教師の日常的な実践や職務、同僚との関係に
どのような影響を及ぼすのかを検討するこ
と、すなわち、学校組織の機能分化が及ぼす
影響について考察を深めようと企図したの
が本研究である。 
こうした研究のもう一つの背景としては、
すでに、S.Ballによる「モラルテクノロジー
としての学校経営」（1999年）、G.Ritzer「マ
クドナルド化する社会」などの先行研究があ
り、機能分化の趨勢が組織をいかなる方向に
転換するのかが論じられている。教師の置か
れている社会的文脈が異なるものの、特に
Ballの研究については、英国において、この
改革が教師の専門職性向上への打撃になっ
たことが指摘されている。 
こうした先行研究に従えば、機能分化は、
日本の教育の伝統であり特徴でもある、包括
的で総合的な指導の文化を大きく揺るがす
ことが予測される。 
そこで、日本の改革の状況をまとめるとと
もに、また、理論的には教師の専門職論とケ
アワーク論への架橋し、その理論的発達への
貢献を目指すことを企図した。 
最後に、このような教育改革への教師側の
対応は「教師の脱政治性」の問題として、申
請者らがこれに先立つ研究で、「技術主義的
な教師の誕生」として明らかにしてきたこと
でもある。そのために、教師の主体側の反作
用についても考察することにした。 

 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、上記を踏まえて、第一に、
学校組織の機能分化の実態を「縦の分化＝階
層化」と「横の分化＝他専門家との協働」の
二つの側面から明らかにすること、第二に、
それによって、教師の実践や役割にどのよう
な変化が現れているかを検討すること、第三
に、こうした趨勢に対する「主体形成」につ
いて考察すること、第四に、第一から第四ま
での実証的研究をもとに、「教師の専門職性
の変容」と「ケアワークとしての教職」につ
いての理論的示唆を行うことを目的として
いる。 
 
３．研究の方法 
 
 三年間にわたる研究は、考察のために、以
下のように三点にわたって情報を収集、分析
した。 
①国内でのフィールドワーク 
 主としてインタビューを実施。主任制導入
後の仕事と役割の変化について（滋賀県、福
岡県、東京都）。神奈川県 SSW導入政策につ
いての聴き取り。 
②海外でのインタビュー調査 
 アメリカ、イギリスでは、教員研究者への
教員の仕事や教育改革の現状についてのイ
ンタビュー。カナダ・オンタリオでは、トロ
ント大学、オンタリオ中等教員組合、OCT
などで、教員評価、教員資質向上政策、およ
び、組合側の活動についてのインタビュー調
査を実施。 
③ 国内でのアンケート調査。『教育改革と
教師の仕事に関する調査』の実施。 
勤務校の業務負担の関係から当初予定し
ていたスケジュールで研究が進行できず、全
体として遅れたため、アンケート調査の実施
が、最終年度の末になり、そのために、まだ
十分な分析には至っていない。 
 
４．研究成果 
 
インタビュー調査及び、アンケート調査の
結果から、学校の機能分化については、以下
の知見が得られた。 
（１）縦方向の分化＝階層化について 
 具体的には、主幹制の導入について検討し
た。 
① 主幹制は導入されていても、その運用の
仕方は自治体によって大きく異なる。 
 主幹の仕事・役割は「教頭の補佐機能、調
整機能、人材育成機能、監督機能」であると
示されているが、主幹教諭の本来の仕事を尋
ねたアンケート調査では、「調整機能」が圧
倒的に多く、「教育課程の作成・管理」「監督
機能」がそれに続く数値になっていた。「教
育課程の作成・管理」は従来教務主任が実施
していたものであることを考えると、配置に



よって特別に新しい業務が付加されたとい
うことはないように思われる。 
 一方で、主幹が配置されてない学校で「人
材育成機能」と「調整機能」が「主幹教諭の
本来の仕事である」と回答するものが多く、
主幹教諭の導入の主たる意図とは異なる期
待があることがわかる。 
 
② 主幹制導入による学校運営及の変化 
 主幹教諭配置の有無と学校運営の在り方
について調べたところ、配置の有無による差
異は見られなかった。過半数を超える学校で
「会議では必ず議事録が作られ」（「あてはま
る」56.5％）ており、「会議では必ず議事・
協議内容が文書で示される」学校も半数近く
に及ぶ（「あてはまる」48.8％）。「校長・教
頭・主幹などの管理職の職務分担が明確にな
っている」については「あてはまる」32.0％
「ややあてはまる」49.6％という数値であり、
「校務分掌の各リーダーが、積極的に役割を
果たしている」は「あてはまる」24.6％「や
やあてはまる」53.0％という数値が示された。 
 
③ 主幹制導入による日常活動の変化 
 主幹教諭配置の有無と、日常の教育活動の
変化について質問した結果では、導入の有無
による有意差は見られなかった。 
 一般に、「会議が増えた」「保護者や地域と
の対応が増えた」という項目に「あてはまる」
と回答した教師が多く、「休暇や休憩の取得
が増えた」「授業準備をする時間が増えた」
「勤務時間が守られるようになった」に関し
ては「あてはまらない」と回答するものが目
立った。 
  
（２）横方向の分化＝他専門家との協働につ
いて 
 ①SC,SSW 等は、導入されていても常勤職で
はないため、協同体制をとること自体に課題
があることが明らかになった。 
教員インタビューでは、SC配置にそれなり
の意義を認めているものの（アンケート調査
においても、SC が配置されている学校では、
配置されていることへの肯定的な意見が示
された）、非常勤である SC の来校予定に合わ
せて会議を設定したり、また、SC に報告する
ために、SC が担当している児童・生徒の日常
の状況を記録したり、その会議で資料を用意
せねばならないこと等、共同作業に係る資料
作成の業務が増えていることがうかがわれ
た。 
 一方で、SC の関与には、SC 個人の能力態
度など、人による差異がみられることも示さ
れた。 
② SC,SSW などの他専門家等が配置される
ことの影響について、アンケート調査からは、
以下の知見が得られた。 
 近年、教師の雇用が多様化しているため、
どのような雇用形態の教師がその学校にい
るかを明らかにし、また、日常的な仕事や学

校の組織運営がどのように変わったのを見
た結果が右頁表１である。同様に、他専門家
等の配置による影響が表 2である。 
 表からわかることは、第一に、「加配教員」
は、学校の課題に応じて配置されていること
から、SCや SSW と同じような役割を果たして
いることが推測された。第二に、再任用教員、
SSW、支援員の配置は、教師が「勉強する時
間」を生み出すことに寄与することがわかる。
このことは、再任用教師、SSW、支援員の活
動が、一般の教師の業務と近似しており、そ
のためにこれらの人々の配置は、教師に時間
的ゆとりを生むのではないかと推測される。
第三に、他専門家が配置された場合は、ミド
ルリーダーがその役割を果たし、会議体制が
整えられることが示された。ここでは、他専
門家が配置された場合には、意見の調整や合
意が重要になることが示された。ここでは
（2）①で見たインタビュー調査の知見を裏
付けるものとなっている。 

 
 ＊ （例）表は、「再任用教師」の配置の
有無によって、差異が出た項目を示す。 
 
（３）改革に対応する主体形成について 
 諸課題が山積する中、教師が改革にどう対
応すべきかについて、海外の事例を収集した。 
 その中で意義深かったのは、オンタリオ教
員組合の活動であった。オンタリオでは教員
全員が組合に所属することが決められてお
り、教員の社会的地位の向上、資質の向上の

表 １ 

＜教師の雇用形態×仕事・学校運営への影響＞ 

再任用 加配 時間講師

仕事の変化
（増えた）

・自分で勉強
する時間
・授業準備

＿

・児童生徒と
接する時間
・保護者や地
域との対応

学校運営 ＿

・ミドルリー
ダーが役割を
果たす
・議事録が必
ず作成される

＿

教師

 

表２ 

＜他専門職等の配置×仕事・学校運営への影響＞ 

SC SSW 支援員

仕事の変化
（増えた） ＿

・他専門職と
話す時間
・自分で勉強
する時間

・自分で勉強
する時間

学校運営

・ミドルリーダーが
役割を果たす
・会議で議事・協
議内容が文書で
出される

・ミドルリー
ダーが役割を
果たす
・会議は合議
の体制

＿

他専門家等

 



ためのアクションを起こしている。政治的な
活動も行うが、自分たちの勤務条件を交渉に
よって向上させる仕組みと文化がある。 
 たとえば、中等教育教員には部活動の指導
もあるが、これは「本務外」の業務であるこ
とから、このサービスに対してどの程度の労
働対価を支払うべきかを交渉していること
が明らかになった。 
 また、給与については、年齢給と能力給を
併用したものを作成しているが、この作成に
ついても、教員組合がそれに携わっているこ
とが示された。 
 今回インタビューで「教育改革の進展」と
「教員の勤務状況」について焦点を当てたた
めに、「学校組織運営の変化と同僚性」につ
いての詳細な聴き取りまではできなかった。
オンタリオの教員組合の活動は、行政を中心
に教員施策が実施される日本と比較した時、
興味深い対象となると思われる。 
 
（４）まとめ 
 データ分析による暫定的まとめをしてお
きたい。 
 「上」からの学校組織の再編については、
「鍋蓋型組織」からの合理的転換には必ずし
も至っていない。主幹制は導入されたものの、
校長・教頭を含めて業務内容が明確ではない
ために、欧米の官僚制モデルに該当するよう
な新しい組織に転換されていない。 
 このことは教師の業務がどの程度分化で
きるかという問題と深く関わっていると思
われる。 
 行政・施策側は、職位を分化すれば自動的
に業務の整理もできると判断したのではな
いかと思われるが、ここでは日本の「包括的
な指導」という指導の文化に対する理解が不
足しているのではないかと思われる。 
 知見からのこうした推測は、ケアワークと
しての教師の仕事の理論的・実体的解明に進
むはずであるが、本研究では、その点につい
てはまだ課題として残されている。 
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